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2.　電力用コンデンサ事業の変遷と発展（1）〜（3）

2 − 1　黎明期 コンデンサは電気機器の中でも古い
歴史を持っており、アメリカのGE 社が電力系統用として、
1919 年に工業的に生産を始めた。20 世紀初頭の電力用コ
ンデンサは、同期調相機に比べて、取扱い・保守が簡便、
運転損失が小さいにも拘らず信頼性が低く、その適用分野
は低圧小容量負荷の力率改善用にとどまっていた。

ところが、1923 年にOF ケーブルがイタリアのピレリー
社で開発され、住友電線製造所が技術導入契約を締結した。
OF 式の原理は絶縁材料（絶縁紙や絶縁油）として充分に
精製したものを使い、使用中の劣化の原因となる空気・水
分を吸入させないことにより劣化を防止したもので、使用
中の温度変化を油量調整装置又は小容量の缶形コンデンサ
のように容器自体の容積変化によって補償している。この
原理を適用することにより電力用ケーブルの信頼性が大き
く改善された。

そして、同社ではこの技術を応用して高信頼度の OF 式
コンデンサの開発に着手し、1931 年（昭和 6 年）には世
界最初の OF 式コンデンサ（6kV 7kvar ※ 2、写真 1）の試
作に成功、翌年には第 1 号製品（10kV 10kvar、写真 2）

1.　緒　　言

近年、地球温暖化防止のためエネルギーの合理的利用が
叫ばれているが、電力用コンデンサは、元来電力を効率良
く使用するために使われてきた。電力用コンデンサが今日
のように発展したのは、住友電線製造所（現 住友電気工業）
が信頼性の高い OF 式※ 1コンデンサを開発したことが契機
になったと言える。以来、70 年間以上に亘る発展は、誘電
体や構造などの改良や生産方法の改善によるコンパクト化
と低ロス化の歴史と言っても過言ではない。

電力系統に繋がれるコンデンサを電力用コンデンサと言
うが、表１に示すように構造などから、一般的に 2 つに分
けられる。電力用コンデンサは、絶縁紙やフィルムをアル
ミ箔と共に巻き回した誘電体素子を、真空加熱乾燥し、高
度に精製・脱気処理された絶縁油を含浸して、完全密封構
造としたものであり、使用中における特性変化が極めて少
ない信頼性の高いものである。

本報では、電力用コンデンサの黎明期からの歴史を振り
返るとともに、その技術的な変遷と現状について、タンク
形コンデンサを中心にして述べる。
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種　類 油量調整 単器の容量 単器の電圧 主に使われる場所

タンク形 FT（Feeding Tank） ≧ 300kvar ≧ 3.3kV 変電所や大規模工場設備

缶　形 容器の可とう性 ≦ 500kvar ≦ 6.6kV 屋内や受電盤内など

表 1　電力用コンデンサの構造による分類



が蔵前高等工業学校へ納入された。両者ともに、油量調整
装置はPT（Pressure Tank）を用いていた。

FT（Feeding Tank）を油量調整装置としたコンデンサ
は1934 年に製品化され、3.3kV 50kvar（口絵）コンデン
サ合計約2Mvar が、住友鴻之舞鉱業所に納入された。

工業製品にとって生産技術・管理も重要であり、OF 式
機器の性能のみならず、信頼性確保に真空乾燥工程が特に
重要である。当時は、生産工程中で 0.01Torr が簡便に測
定できる真空計がなく、U 字形マノメーターとマックレ
オード真空計を組み合わせた S 形真空計（4）（写真 3）が開
発され、コンデンサ製造品質の確保に貢献した。

S 形真空計と上記3 種類のコンデンサは、1946 年コンデ
ンサ事業を移管された日新電機に保管展示されている。

写真 4 は、1938 年頃のコンデンサ素子巻き風景である

が、日本の伝統技能の機織り技術が応用されており、我が
国の周辺技術の裾野の広さ、重要性を再認識させられる。

OF 式コンデンサの開発によりコンデンサの信頼性が向
上したこともあり、1 次変電所の電圧調整をコンデンサで
行うことが住友電線より提案され、電気試験所、電力会社
と共同で同期調相機との比較研究が開始され、その可能性
が明らかにされた。

1937 年には 22kV 2Mvar 設備 11 群（単位コンデンサ
は 3.8kV 100kvar）が朝鮮送電の水色変電所に採用され、
以後、群容量の大きい電力用コンデンサ設備が変電所に集
約的に設置された。従って、コンデンサの単器容量も大容
量のものが便利であり、いきおい我が国では当初から大容
量単位を経済的に製作できる OF 式タンク形コンデンサの
研究と開発が進み、世界にも類を見ない高信頼性の電力用
コンデンサが製作されてきた。

コンデンサの発展初期には、電力料金に力率条項の規定
がなく、コンデンサの殆どが力率改善または調整により、
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写真 1　OF 式コンデンサ試作第 1 号品（6kV 7kvar）

写真 2　OF 式コンデンサ製品第 1 号品（10kV 10kvar）

写真 3　S 形真空計

写真 4　1938 年頃のコンデンサ素子巻き工場
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直接に利益を受ける電力供給業者や大口自家発電設備を有
する化学工場などのみで使用されていた。しかし、第 2 次
世界大戦後の日本の経済復興に伴う既設送電線の急激な負
荷増加に加え、電力料金に力率条項が 1949 年末に加味さ
れて以来、一般需要家を含む交流系統の力率改善用・調相
用・直列用などに、低圧回路から特別高圧回路にまで広く
電力用コンデンサが使用されるようになった。

このように、OF 式コンデンサの実用化でコンデンサの
信頼性が格段に高くなったこと、同期調相機でなされてい
た1 次変電所の電圧調整をコンデンサでできることを着想、
実証できた結果、コンデンサの電力分野での応用が広がり、
日本が世界をリードするようになった。このことから、現
在使われている電力機器の中で、酸化亜鉛形避雷器（ZnO
アレスタ）（5）と同様、電力用コンデンサは日本の開発品だと
称されても良いであろう。

2 − 2　電力用コンデンサの発展 送電系統の安定度
向上、送電容量増大のための調相用として、早くから電力
用コンデンサ設備を適用していた我が国では、コンパクト
化・信頼性への要求が強く、タンク形に代表される大容量
の電力用コンデンサが独自の進歩を遂げてきた（図 1）。そ
の設置量は我が国の電力消費量の伸びと共に、図 2 に示す
ように飛躍的に増大した。1958 年から1997 年までの年平
均伸び率は 7.5 ％で、発電設備の 6.6 ％を上回っており、
特に1990 年頃の特別高圧用の伸びは大きい（6）。

我が国では近年その増加率は鈍化しているが、経済成長
著しい東電西送※3の中国では、図 3 に示すように最近では
年率 20 ％の勢いで増加している。現在では主に缶形コン
デンサによる設備構成であるが、UHV ※ 4 送電や HVDC ※ 5

送電が増加すると共に、コンパクトで信頼性が高いタンク
形構成による設備が増加していくものと期待される。

3.　誘電体の開発と改良（1）〜（3）、（7）

3 − 1　絶縁紙の改善 OF 式コンデンサの誘電体とし
て、当初は高圧ケーブル用絶縁紙を薄くした密度 0.82 〜
0.95g/m3、厚さ60 〜85µm のクラフト紙が使用された。

戦後の資材不足時には、絶縁紙の誘電体損失（tanδ※ 6）
が 0.4 ％を超え、国産パルプの原木として使用されていた
杉や桧材中の油脂量が非常に大きいことが原因と判明し、
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図 1　コンデンサの誘電体システムの変遷
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図 2　日本における電力用コンデンサ設備容量の変遷
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松材に変更され、以前の性能が出るようになった。
一般に絶縁紙の場合、繊維比率（密度）を下げれば損失

は改善されるが、破壊電圧は低下する。従って、耐電圧性
能を低下させずに損失を低下させるということは、当時の
常識に反していた。絶縁紙の物理特性と油含浸紙の電気特
性との関係が解明され、1954 年に抄紙方法を改善して密
度を低く保ったまま、気密度を向上させた低密度高気密度
紙が開発され、tanδが約2 割小さくなった。その結果、一
般に密度 0.8g/m3 前後、厚さ 30 〜 90µm の絶縁紙が用い
られるようになった。

そして、絶縁紙含有不純物であるヘミセルロース、リグ
ニン、樹脂分、灰分などの影響が解明され、特殊蒸解法や
純水抄造などの製紙技術に応用された結果、絶縁紙の誘電
特性は大幅に改善され、tanδも0.18 ％付近となった。

1964 年には20 〜30µm の比較的薄い絶縁紙が採用され
て、設計電位傾度の向上も可能になり、電力用コンデンサ
は大幅に小形軽量化された。

3 − 2　絶縁油の開発と変遷 OF 式コンデンサの絶縁
油として、開発初期に国内外産 10 数種の鉱物油について、
固有抵抗・誘電率・ tanδに加え、電極端モデルにおける
可視ガス発生電圧（8）が測定・評価され、良好な 2 〜 3 種が
見出された。1936 年には、絶縁耐力に優れたナフテン系
の国産鉱物油が全面採用された。

鉱物油は、安定性および tanδが優れ、かつ安価である
反面、可燃性で誘電率が低い欠点がある。この点を補うべ
く研究された結果、1930 年にGE 社によって、塩化ジフェ
ニル（PCB）がコンデンサ用不燃油として適していること
が見出され、誘電率が高い三ないし五塩化ジフェニルが採
用された。我が国においても、1953 年頃から小容量器に
適用され、コンデンサは大幅にコンパクト化した。しかし、
周知のように環境汚染物質として規制され、我が国では
1972 年、アメリカでは1977 年に使用が禁止された。

PCB の使用禁止を受けて、我が国では世界に先駆けて
様々な合成油が開発され、アルキルナフタレン（JIS C
2320、4 種）、アルキルジフェニルエタン（同、3 種）など
の低損失、高絶縁耐力、水素ガス吸収性に優れた芳香族炭
化水素系の絶縁油が開発された。同時に、プラスチック
フィルムが誘電体として適用され始めた時期とも重なり、
絶縁油の電気特性の他にフィルムへの溶解性・膨潤性・含
浸性についても検討されて実用化に至った。

3 − 3　プラスチックフィルムの誘電体への適用 誘
電体材料の改善と生産技術の向上により、電力用コンデン
サの性能と品質の向上が図られてきたが、天然繊維を用い
る以上、その改善には限界があった。このため、絶縁耐力
が高く、tanδの極めて低いプラスチックフィルムを用いた
コンデンサの開発が進められた。

1955 年頃から電子機器回路用コンデンサには、ポリス
チレン、ポリエチレンなどのフィルムが使用されるように
なったが、電力用への適用は遅れていた。1966 年GE 社に

おいて、ポリプロピレンフィルムと絶縁紙を交互に重ねて、
これに三塩化ジフェニルを含浸した高圧缶形コンデンサが
実用化された。我が国においても翌年実用化されたが、前
述のような PCB の規制により、1972 年には芳香族炭化水
素系絶縁油が我が国では適用された。フィルムの適用が遅
れていたタンク形では、紙−フィルムコンデンサが1976 年
に実用化されて、在来コンデンサに比べ損失 1/4、容積
1/2 以下と、大幅な低ロス化、コンパクト化、単器大容量
化を果たした。

紙−フィルムコンデンサでは、絶縁紙を介在させることで
誘電率の向上と絶縁油の含浸性を確保しているが、絶縁耐
力、tanδの点からはオールフィルム化が望ましい。表面が
平滑なフィルムでのオールフィルム化では、絶縁油をフィ
ルムとフィルムの層間に浸透させることが困難であった。
しかし 1973年にアメリカの McGraw Edison社によって、
フィルム表面とアルミ箔の粗面化、含浸条件の工夫などに
より、缶形オールフィルムコンデンサが実用化された。

タンク形コンデンサの素子は広幅素子と呼ばれ、缶形素
子に比べ反物状の素子面積は数倍にもなり、含浸条件のみ
ならず素子巻き技術の更なる向上が必要であったが、1990
年には 22kV 単器 30Mvar という世界に類を見ない大容量
のタンク形オールフィルムコンデンサが開発された（9）。

図 4 にタンク形コンデンサの損失−温度特性の戦後にお
ける改善経過を示すが、オールフィルムコンデンサの実用
化により 1/10 以上の損失低減が実現された。これによっ
てコンデンサ使用時の電力損失の節減とコンデンサ単体の
発熱量の低減により、熱設計上の制約が軽減され単器容量
の増大・更なるコンパクト化が可能になった。

1982 年には高圧缶形コンデンサに、それまで低圧分野
に用いられていた数百Åの金属を絶縁紙両面に蒸着し電極
として、誘電体フィルム1 枚の素子に絶縁油を含浸したSH

（Self-Healing）方式が採用された。この方式は、損失が若

−（ ）− 電力用コンデンサの歴史 −そのコンパクト化と低ロス化の歩み−34
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干大きくなるものの設計電位傾度が高く取れ、更なるコン
パクト化が図られた。

3 − 4　オイルレスコンデンサの開発 防災のための
オイルレス化の強いニーズに対して、1985 年世界に先駆
けて我が国で、金属蒸着フィルム誘電体に不燃性ガスを充
填したオイルレス缶形コンデンサが開発され、防災ニーズ
の高いビルの受配電設備などに、近年は数百 Mvar/年ほど
設置されている。不燃性ガスとして当初、絶縁性能に優れ
た SF6 が使用されていたが、1997年の地球温暖化防止京
都会議で排出抑制対象ガスに指定され、2000 年には環境
に優しい窒素ガスが使用されている。

蒸着フィルムは、プラスチックフィルムの表面に数百Å
の非常に薄い Al や Zn 合金を真空蒸着して電極とした誘電
体で、一部が絶縁破壊しても破壊点近傍の微小面積の蒸着
金属が消失し、瞬時に絶縁機能を回復するため、信頼性の
高いシステムである。

防災とコンパクト化を狙って、誘電率の高いセラミック
を適用した例（10）、（11）もあるが、技術的にもコスト的にも大容
量化が難しく、進相用として実用化には至っていない。

4.　コンデンサの構造と設備

4 − 1　コンデンサ素子構造の改良（7）、（12） 前述のよう
な誘電体材料の改善と共に、コンデンサ素子の構成も図 5
に示すように変遷してきた。一般に電力用コンデンサの素
子は、当初は写真 4 のように電極箔と数層の誘電体を反物
状に巻いていたが、現在では生産性の良い丸く巻いて巻き
芯を抜き反物状とする素子巻き方法が取られており、その
製造技術はその都度改善されてきた。

コンデンサ素子電極端の電界は、誘電体の絶縁構成と厚
さ、電極箔厚み、電極端部ズレなどに影響され、平滑部に
比べると 1.8 〜 3 倍程度厳しくなる。素子の電界設計をす
る場合、問題となるのはこの部分で部分放電が発生するこ
とである。この防止策として、絶縁油の耐部分放電性を向

上させるだけでは限界があり、箔端部の構造の改善によっ
て電界を緩和させる必要がある。電極箔の切断エッジによ
る集中電界を緩和する方法として、図 6 のように電極箔の
端部を折り曲げ、箔端部の電界強度を大幅に低下させる方
式（折り曲げ箔、Folded Foil）が、缶形コンデンサで
1977 年頃より実用化された。この折り曲げ箔電極採用に
より部分放電開始電圧は大幅に上昇し、誘電体の高電位傾
度使用が可能となり、更にコンパクト化が進んだ。

タンク形に用いられる広幅素子は、非折曲アルミ箔電極
から外部への引き出し線として、当初は銅線で、1956 年
からアルミ線をメッシュ状に編んだリード線を使っていた

（図 7（b）、CF 型と称す）。オールフィルム化に伴い広い
幅のフィルムをシワなく速く巻くために、1990 年代後半
から、外部引き出しとして素子の外へ電極箔を突き出す構
造（突き出し箔、Extended Foil）が採用され、折り曲げ
突き出し箔（図 7（a）、JX 型と称す）の広幅素子が開発さ
れた。

コンデンサ素子内部の発熱源は、大別して①誘電体損失
②電極箔やリード線に流れる電流による損失があり、①に
は理想的なコンデンサの tanδと電極端部の電界乱れによ
る損失とがある。オールフィルム化以前は、電力用コンデ
ンサのコンパクト化、低ロス化は主に誘電体の改良によっ
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てきたが、ポリプロピレンフィルムの tanδが極小となる
と共に、素子内部の伝導電流によるジュール損失が支配的
になった。図 8 に、ほぼ同容量の広幅 JX、広幅 CF、缶形
JX 素子の損失実測値から、誘電体平滑部、巻回コーナー部、
電極箔部に分離し算出した損失内訳を示す。広幅 JX 型で
は平滑部電極端より更に電界が厳しくなる巻回コーナー部
電極端近傍油層の電気伝導による損失が 2/3 を占める。広
幅 CF 型では電極全面からリード線に流れる電流による損
失が更に加わる。缶形 JX 型では、広幅 JX 型より巻回数が
増えるため、巻回コーナー部での電気伝導損失が更に増加
し、大容量素子では JX 型にしても損失はあまり低減され
ない。

このようにオールフィルム化の結果、同一誘電体構成で
あっても、素子構造によりその損失に大きな差が出ること
が判明した。広幅 JX 型素子の開発は、CF 型比半減の損失
低減に加え、電極が突き出されることによる素子内部の熱
放散の改善と相まって、単器大容量化の熱設計的な制約を
事実上取り払ってしまった。

4 − 2　コンデンサ構造の進歩 前述のように、現在
製造されているコンデンサ単器には、タンク形と缶形コン
デンサがある。進相用コンデンサは、一般に直列リアクト
ルおよび放電装置と組み合わせて使用されるが、大容量設
備を構成する場合、現在でも諸外国においては、800kvar
クラス以下の缶形コンデンサ複数台と組み合わせて使用さ
れる。一方、我が国ではタンク形コンデンサが独自に発展
してきたこともあり、大容量タンク形コンデンサと組み合
わされる場合が多い。

コンデンサとこれら装置を一体化したユニット形コンデ
ンサが1960 年に、1965 年にはこれに開閉制御装置を組み
込んだものが製品化された。更に 2008 年には、画期的コ
ンパクト化を実現した連結タイプのユニット形コンデンサ
が製品化された（13）。また、特別高圧回路用として 10Mvar
のユニット形コンデンサ設備が、1999 年に製品化されて
いる（写真 5）。

一方、我が国の電力消費量増大・系統規模の拡大により、
変電機器は高電圧・大容量化が進み立地条件も厳しくなっ
てきた。従来 66kV 以上の特別高圧回路に使用されていた
調相用コンデンサ設備は、支持碍子で構成した絶縁架台に
搭載されフェンスに囲まれていたが、用地の縮小化、環境
調和、信頼性・安全性の向上、保守点検の簡易化を目的と
して、大地据置式大容量縮小形コンデンサ（縮小形コンデ
ンサと称す）が開発された。

縮小形コンデンサは、鉱油含浸紙缶形コンデンサ複数台
をラックに組み、油入タンクに密閉された放熱器冷却方式
の 154kV 5Mvar 器 6 台を油ダクトで接続した 30Mvar 設
備として 1973 年に実用化された。しかし、低損失の合成
油含浸紙−フィルム広幅素子が開発されたことに伴い、コ
ンデンサ素体をシールドで囲み、それとタンク間との対地
絶縁をクラフトボードで形成し、同一油タンクに封じた自
冷式 66/77kV 単器 13,340kvar 縮小形コンデンサが、
1980 年に実用化された（14）。66kV 以上の縮小形コンデンサ
は、2009 年9 月までに、1,043 台、14,710Mvar が納入さ
れている。

油入機器間を接続するには、油中貫通ブッシングを用い
る方法とプレスボードスペーサを使用する方法がある。後
者は、油ダクトに使われる変圧器油と本体のコンデンサ油
が長期的に混入する危険があり、初期の縮小形コンデンサ
には前者が用いられていた。しかし、高電圧化に伴い大型
化し、①本体のデッドスペースが増加しコンパクト化に反
する、②輸送の関係から現地にて取り付ける必要が生じ、
工場で完全密封と言うOF 式の長所が損なわれることから、
ガス絶縁機器で実用化されているエポキシ絶縁スペーサが
現在では適用され、電力用コンデンサのコンパクト化と省
資源に貢献している（15）。

また、コンデンサのエネルギー高密度化と高調波流入に
よる騒音が環境上の問題となり、タンク形コンデンサでは
様々な騒音対策の工夫がなされている（16）。

−（ ）− 電力用コンデンサの歴史 −そのコンパクト化と低ロス化の歩み−36
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写真 5　ユニット型コンデンサ設備（66kV 10Mvar）



2 0 1 0 年 1 月・ S E I テ クニ カ ル レ ビ ュ ー ・ 第 1 7 6 号 −（ ）−37

4 − 3　単器大容量化と高電圧化 タンク形コンデン
サは、当初20 〜60kvar のものが製作されていたが、その
後次第に大容量化し、1939 年には 500kvar 器が製作され
た。その後、大戦により大容量化も停滞したが、戦後は前
述のように、低ロス化に代表される誘電体の改善、設計・
製造技術の向上ならびに所要群容量の増大、用地取得難な
どの情勢に応じて単器大容量化されてきた。

単器最大容量として、油浸紙コンデンサでは 3,334kvar
器、紙−フィルム誘電体を適用したタンク形コンデンサが
7,000kvar 器 、 66kV 回 路 用 縮 小 形 コ ン デ ン サ で は
20Mvar 器が実用化された。この縮小形コンデンサは、我
が国最大群容量120Mvar 設備にも適用された。

前述のように、タンク形コンデンサのオールフィルム化
は遅れていたが、1990 年にCF 型22kV 30Mvar 器が実用
化され、その後30Mvar 級縮小形コンデンサも開発された。

しかし、CF 型ではこれが熱安定性の面から単器最大容
量の限界であったが、広幅JX 型素子が開発され、2000 年
には単器世界最大容量 40Mvar 縮小形コンデンサが台湾電
力に納入された。写真 6 に既設の絶縁架台式缶形コンデン
サ設備との比較を示すが、設備面積 1/6、高さ 2/3 と大幅
なコンパクト化を果たした（17）。

図 9 に、タンク形コンデンサの最大単器容量とタンク内
容積の変遷を示すが、広幅 JX 素子の適用により更なる単
器大容量化の可能性が示唆されている。

一方、大容量化を図る一方策として、縮小形コンデンサ
の高電圧化がある。調相用としては、147kV 器が既に
1990 年に実用化されており、広幅JX 素子を適用して、将
来の 1,000kV 昇圧時の変圧器三次補償用の 1 群 161kV
240Mvar 設備に適用されるのを待っている（18）。

電力消費の増大に伴い、1965 年に電源開発・佐久間で、
1977 年に東京電力・新信濃で、50/60Hz 異周波数系統間
連系用として周波数変換設備が運転開始され、交流フィル
タが設置された。我が国初の本格的 HVDC 送電として、
1979 年運転開始された北海道−本州間直流連系設備には、

直流の海底ケーブルと架空線路とを有するため直流フィル
タとサージコンデンサが、交流フィルタと共に設置された。

これらの超高圧コンデンサ設備は、これまでの諸外国設
備と同じくユニットコンデンサを絶縁架台上に複数台搭載
され、充電部露出のため全体がフェンスで囲まれており、
変換所の敷地の半分近くを占めていた。このため、大規模
HVDC 用高調波フィルタのコンデンサ設備として、更なる
コンパクト化、耐震対策としてのロープロフィール化、塩
害や鳥獣害に対する信頼性向上が望まれた。そこで、1980
年頃から、パルプモールドの工夫などによる絶縁合理化、
超高圧用エポキシ絶縁スペーサの開発、絶縁油処理法など
設計・生産方法などの研究が開始された（19）。

その結果、66 〜 500kV に至るまで同一コンセプトの設
計・組み立てを可能とした縮小形コンデンサが開発され、
北海道−本州連系増設用 DC250kV 直流フィルタ設備が 2
年間の実系統試験（20）を経て実用化され、275kV 交流フィル
タ用コンデンサは試作･検証後、新信濃増設用として実用
化された（21）。そして、2000 年には紀伊水道 HVDC 用とし
て AC500kV、DC500kV 高調波フィルタ用コンデンサが

直列リアクトル 絶縁架台式缶形コンデンサ設備 直列リアクトル 縮小形コンデンサ

写真 6　69kV 40Mvar 電力用コンデンサ設備の比較
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実用化された（22）。AC500kV 高調波フィルタとしてタンク
形コンデンサを絶縁架台搭載した設備と縮小形コンデンサ
による設備との比較を表 2 に示す。

5.　結　　言

3/4 世紀を経た電力用コンデンサは、容積 1/10、損失
1/20 とコンパクト化・低ロス化が進んだ。“持続可能な社
会”実現への模索が続く今、コンパクト化･低ロス化のみ
ならず、使用資材の低減、工事･輸送の簡略化など資源・
エネルギーの使用量の軽減、環境･安全面への配慮などが、
電力用コンデンサにも更に求められていくであろう。

本報では主に力率改善用、調相用の電力用コンデンサに
ついて述べたが、電力の品質向上に貢献する装置として、

高調波フィルタ、静止型無効電力補償装置（SVC ※ 7）、瞬
時電圧低下対策装置、エネルギー蓄積装置など、システム
化による電力用コンデンサの応用拡大（23）が更に図られてい
くであろう。特に、分散電源の電力蓄積用に使われるよう
になった電気二重層コンデンサが、パワーエレクトロニク
ス技術の進歩と共に系統に連系されるようになり（24）、電力
用コンデンサも進化していると言えるであろう。

これからの技術者には、専門技術だけでなく技術リテラ
シー（技術を使いこなせる能力）が重要であると言われて
いるが、電力用コンデンサの先達の足取りを辿ると、その
確かな眼差しを感じることができる。本報が、若き技術者
たちの“温故知新”となれば幸いである。

−（ ）− 電力用コンデンサの歴史 −そのコンパクト化と低ロス化の歩み−38

表 2　AC500kV 高調波フィルタ設備の比較

設　備 絶縁架台式（11、13、高次分路は同相異分路共通架台方式） 大地置式

高調波交流フィルタ容量
5 分路： 50Mvar、11 分路： 35Mvar、13 分路： 25Mvar、高次分路： 50Mvar

設
備
レ
イ
ア
ウ
ト

放電コイル
33m 10.2m

37
m

37
m

中性線ポス 変流器

抵抗器抵抗器

アレスタアレスタ

抵抗器

アレスタ

リアクト

引込みブッシング引込みブッシング

44m

リアクトル側架

線路側架

5分路

コンデンサR相 S相 T相

フェンス 引込みブッシング

高次分路 13分路 11分路

11分路 5分路

13分路 高次分路

32m

5.3m

油管

低圧側コンデンサ
（200号）

ケーブルヘッド

高圧側コンデンサ
（500号）

アレスタ

リアクトル

52
m

設備面積 2850m2（100 ％） 1664m2（58 ％）

設置環境 塩害条件　0.03mg/cm2 まで適用可能 塩害条件　0.03mg/cm2 以上でも適用可能

保　守 支持碍子の清掃が必要。 充電部遮蔽なので外観点検のみでよい。
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用 語 集ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー
※1 OF式
Oil-Feeding の略。本文にも書かれているように、OF 式は、
絶縁油を密閉容器に満たし、外気と触れない構造とした長
期信頼性の高い機器の絶縁方式である。現在では、FT

（Feeding Tank）を油量調整装置とした機器の方式として、
狭義に使われることが多い。

※2 var
volt-amperes reactive の略。交流系で負荷と電源とを往
復するだけで消費されない電力を無効電力と言い、その単
位で量記号はQ。進み無効電力を供給するという働きから、
電力用コンデンサの容量単位として使う。以前は皮相電力
の単位“VA”を使っていた。静電容量をC［µF］、印加電
圧をV［kV］、周波数 f［Hz]とすると、Q［kvar］は次式
で与えられる。
Q＝wCV 2×103＝2p fCV 2× 103

※3 東電西送
東（中国沿海部）で使う電気は、西（内陸部）で発電され
長距離の送電線で送られてくると言う意味。

※4 UHV
Ultra High Voltageの略。電圧が500kVを超える超々高圧
の送電系統を指す。我が国では 1,000kV、世界的には 750
〜1,500kV。因みに、220-500kVの超高圧はEHV（Extra
High Voltage）と呼ぶ。

※5 HVDC
High Voltage Direct Current Transmission の略。大容
量高電圧直流送電設備を有する系統。

※6 tanδ
誘電正接、誘電体損失とも言う。誘電体に交流電場を加え
たときに，誘電体内の双極子が電場の振動に追従できなく
なって生じる損失。 高周波を加えたときに顕著となる。

※7 SVC
Static Var Compensator の略。サイリスタ素子を用いて、
無効電力の大きさを連続的に制御できる装置。
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